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我が国の宇宙開発関係経費政府予算推移我が国の宇宙開発関係経費政府予算推移
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地震・津波等の防災
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海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所

大陸棚限界確定のための調査

文部科学省その他

人・自然・地球共生プロジェクト

海洋研究開発機構
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農林水産省
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海洋科学技術関連経費

海洋開発関係省庁連絡会議資料より内閣府
にて作成

（海洋開発事業関係経費を除く）



JAXA作成

有人月探査

２０２０年～

２０２２年頃

有人Outpost

月着陸探査１号機

２０１１年

月ローバー＆サンプル回収

２０１７年

有人機２０１２年

海外の月探査計画海外の月探査計画

２０１８年

有人月面着陸

ＣＥＶ打上げ

２０１１年

２０２４年以降

有人月ﾐｯｼｮﾝ？

有人技術実証有人技術実証

20142014年年
再突入実証機
２００９年

月面軟着陸

２０１２年

無人機２０１１年

月周回衛星
２００７年

月周回衛星
２００７年～２００８年

ＣＥＶ※
開発開始
２００５年

月周回衛星
２００８年

米国米国

ＥＳＡＥＳＡ

ロシアロシア

中国中国

インドインド

２０１０年２００５年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年

※ ＣＥＶ（Crew Exploration Vehicle）：搭乗員用宇宙船

5



「海洋立国に向けた第三期科学技術基本計画に対する提言」
（海洋技術フォーラム 平成１７年８月３日 ）

における重要技術開発課題

6



海洋開発推進のための重要課題について

（社）日本経済団体連合会 ２００５年１１月１５日

1．大陸棚調査の着実な実施

2．自然災害等に対する安全・安心の確保
[海洋観測・探査システムの開発・利用] 

・気候変動、地震発生メカニズムなどの解明を目的とする、地球深部探査船「ちきゅう」を活用した地球深
部の観測・探査
・次世代型深海探査システムの開発

[防災・減災システムの開発] 
・地球シミュレータの活用による気候変動や自然災害の監視・予測・警戒システムの開発
・日本近海の海溝型地震に対するリアルタイム観測海底ケーブルネットワークシステムの開発
・災害等による沿岸部・海上交通等の被災を軽減するための防災・減災システムの開発

[地球環境の保全に向けた研究開発] 
・海洋環境の再生のための生物利用等の技術開発
・地球温暖化防止のためのCO2海底隔離の研究

3．海洋資源の開発
[海洋エネルギー等の開発] 

・メタンハイドレートからのメタン抽出のための技術開発
・風力、海洋温度差、海流・潮流などを利用した海洋エネルギーの効率的な利用技術と洋上エネルギー基
地の開発
・資源探査、海洋地殻調査等に使用できる高性能の三次元物理探査船の建造

[海洋生物資源等の開発] 
・深海や地殻の微生物等からの新薬開発等、産業への活用のための海洋バイオ技術開発
・食料確保等のための持続可能な海洋生物資源の生産システムの開発
・水資源確保を目的とした海水淡水化技術の高度化

4．海洋開発推進体制の整備
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「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」における基幹技術と中核技術

• 基幹技術と重点化戦略

– 国の持続的発展の基盤となる重要な科学技術（以
下の条件を考慮）のうち、ロケット技術など様々な要
素技術を統合した宇宙輸送システム技術等を基幹
技術と定義

• 我が国の比較優位性確保に必要な技術

• 我が国の自律性維持に必要な技術

• 経済社会への広範な波及効果を有する技術

– 基幹技術を最重点分野として推進

– 国が主体的に開発すべき要素技術を中核技術とし、
重点的に推進
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宇宙科学関係予算 政府投資額における宇宙科学予算割合（日米比較）
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宇宙科学予算

米国 日本 米／日比 備考

科学技術関係予算
（２００５年度）

政府全体：
６兆７９００億
円

政府全体：
３兆５８００億
円

約２倍 ほぼ日米人口比
と同じ

うち、宇宙機関予算 １兆７８００億円
（ＮＡＳＡ）

１７６５億円
（ＪＡＸＡ）

約１０倍

科学技術関係予算に
占める宇宙科学予算
の割合

約６．７％ 約０．６％ 約１１倍

うち、宇宙科学予算
（要求額）

４５５２億円 ２２１億円 約２１倍

（1ドル＝１１０円換算）
なお、欧州宇宙機関（ＥＳＡ）の予算は３８１１億円（日本の約２倍）、
うち、宇宙科学予算は４４７億円（日本の約２倍）

（単位：億円）
補正予算含む
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我が国の宇宙開発利用に関わる組織

内閣官房内閣官房内閣官房内閣府内閣府内閣府

総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議

文部科学省文部科学省文部科学省総務省総務省総務省 国土交通省国土交通省国土交通省経済産業省経済産業省経済産業省

気象庁気象庁気象庁

国土地理院国土地理院国土地理院
情報通信研究機構情報通信研究機構情報通信研究機構 宇宙航空研究開発機構宇宙航空研究開発機構宇宙航空研究開発機構

宇宙開発委員会宇宙開発委員会宇宙開発委員会

内閣内閣内閣

その他利用
省庁（環境
省など）

その他利用
省庁（環境
省など）

産業構造審議会
航空機宇宙産業分科会

産業構造審議会
航空機宇宙産業分科会

無人宇宙実験システム
研究開発機構、等

無人宇宙実験システム無人宇宙実験システム
研究開発機構、等研究開発機構、等
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わが国の海洋政策に関する行政関係機関の機構図
（作成：（社）海洋産業研究会、2004.7.15）
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